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国際労働機関(InternationalLabor Organization: ILO)は、第一次世界大戦が終結した翌年の
1919年に国際連盟の姉妹機関として設立された。この年にパリで関かれた講和会議は、大戦の
戦後処理を検討‘し、国際連盟の設立を決めたが、同時に世界平和の実現には労働問題の解決、な
かでも毘際的な労働基準の設定が不可欠で、あるとした。国際条約の採択によって、世界の労働者
が人間的な生活を送ることができるようにすることが「社会正義jの実現につながり、ひいては
平和をもたらすという考え方がILO設立の根底にあった。
ウッドロー・ウィルソン (WoodrowWilson)大統領が国際連盟の提唱者であったことから、
アメリカはアメリカ労働連盟 (AmericanFederation of Labor: AFL)のサミュエル・ゴンパーズ
(Samuel Gompers)会長を中心にILOの設立に深く関与した。 だがILOの創設後は、アメリカが
国際連盟に加盟しなかったことから、 ILOとの公式な関係は絶たれた。 1920年代になると ILOは
労働条件や社会保険に関する条約を数多く締結し、 I!I際的な労働基準の設定を進めた。それに対
しアメリカでは、保守的な共和党政権の下で好景気が続いたこともあり、労働法の制定において、
ヨーロッパ諸国から大きく後れをとることになった。
このような状況は、 1929年に大恐慌が始まり、失業問題への関心が高まると大きく変化した 0
1933年に大統領に就任したフランクリン .D・ローズヴェルト (FranklinD. Roosevelt)は、他閣
との協力により大恐慌を克服することが急務であると考え、翌年、 ILOに加盟した。こうしたア
メリカの転換は、ローズヴェルト政権の「国際的な協調jへの関心という観点から、これまでの
研究では説明されてきた。 ILOを通じて国際的な労働基準を定め、労働者を低賃金で酷使して安
価な製品を作り、それをダンピングしている国々を牽制し、公正な国際貿易を推進することで景
気を胆復させたいというのが、アメリカ政府のILOへの加盟の主たる動機であったと考えられて
きた。しかしそれらの先行研究では、アメリカがILOに加盟した後、実際にどのような政策を
実現しようとしたのか、また当時、アメリカが進めていたニューディール政策と lLOへの加盟は
どのような関係があったのかという点については、ほとんど論じられていない o
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こうした先行研究の問題点を踏まえた上で、本稿は、アメリカがILOへ加盟した後、 1930年代
に関心を寄せていた課題について、ニューデイールの労働政策との関連から検討する。特に当時、
AFLが要求し、ローズヴェルト政権が取り組もうとしていた労働時間の短縮を目指した労働法の
制定に焦点を当てて、考察を進めていく。まず、第1節で、 1919年のILO設立にAFLのゴンパー
ズが、どのように関与したのかを述べる。第2節では、アメリカがILOとの公的な関係を絶った
1920年代にILOで締結された条約の内容と当時のアメリカの労働法の実矯を比較し、アメリカ
が労働法においてILOが定める基準から大きく後れをとっていたことを明らかにする。第3節で
は、 1934年のアメリカのILOへの:t1lJ盟が、いかなる経緯で実現したのかを検討する。第4節では、
1935年の第19回ILO総会で採択された第47号条約に定められた逓40時間労働制とニューデイー
ルの労働政策との関連性について論じる。
第1節 iし0の設立とアメリカ
ILOは、第一次世界大戦を終結させるために1919年6月に結ばれたヴェルサイユ条約の第13
編に基づいて設立されたo ILOの自的は、労働者の権利を保護するために国際的な規約を作成す
ることにあった。当初の参加国は43か国であり、それぞれの国が、「産業に従事する賃金生活者
の肉体的、道徳的および知的安寧が最重要の国際事項であることを認めム労働者の生活の向上
に向けて協調することが、究極的には「社会正義」の実現につながり、世界に「普遍的で持続的
な平和jをもたらすと考えられた 20
ILOが設立された背景には次のような経緯があった。まず、イギ1)スやフランスを中心に人
道主義的な動機から労働者の保護を求める国際的な運動が19世紀前半から起こり、その流れを
受け継いで、 1901年にスイスのパーゼルで国際労働立法協会(InternationalAssociation for Labor・
Legislation: IALL)が設立された 30 IALLは国際的な労働基準を制定するための国際会議の開催や
国際条約の締結など、 ILOの先駆となる活動を行った。 20世紀初頭には、西欧先進諸国で資本主
義経済が急速に発達し、各国間で市場をめぐる争いが激化した。そうした中で、一定のルールの
下で世界市場を安定的に発展させるための仕組みを作り出すことの必要性が説かれた。なかでも、
公正な国際貿易の促進という観点から、低賃金で労働条件の劣悪な国の労働者によって生産され
た製品がダンピングされるのを防ぐために、国際的な労働基準を定めようという機運が高まった。
労働者を保護するための国際的な基準を設定する必要性が、ヨーロッパ諸国の政治家や労働問
題の専門家によって提唱されていく中で、その動きを後押ししたのが、各国における労働運動の
発展であった。 19世紀の後半には、国際労働者協会(第一インターナショナル)や国際労働組合
連盟などの組織が誕生し、児童労働や女性労働者の夜業の規制などに関する屈際条約の採択を各
国に要求した。さらに、 1917年にロシア革命が起こるとヨーロッパ諸国で、労働運動が激化し、共
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産主義の影響が各地に及んだ。そうした中で、労働問題をボリシェピキとは異なる形で解決する
ためのシステムの構築が不可欠であることが認識されるようになった。その流れを受けて、 1919
年には国際労働者社会主義者会議と国際労働組合会議という 2つの国際会議が開催され、「パ 1)
講和会議における国際労働憲章の綱領Jが採択されたことが、 ILOの創設の契機となった 40
こうした一連の動きは、ヨーロッパを中心としたものであったが、 1918年l丹にウィルソン大
統領がアメリカ連邦議会で、行った演説で示した14か条の平和原則が国際連盟の設立の原点となっ
たことから、 ILOの基本的な枠組みを作る過程において、アメリカが大きな役割を果たすことに
なった。翌年に関かれたパリ講和会議では、ヴェルサイユ条約に盛り込む労働関連の項呂を検
討するために国際労働立法委員会 (Commissionon International Labor Legislation)が設立された。
9か国 δから代表が派遣され、 15人の委員が選出された。そのうちの2人がアメリカ人であり、
AFL会長のゴンパーズと合衆国船舶局に奉職していたエドワード・ハーレー (EdwardHurley)が
委員に就任したり。
ウィルソン大統領はAFLの第一次世界大戦への協力を高く評価し、ゴンパーズを国際労働立
法委員会の委員長に推した。ゴンパーズは、 2月の第 l回会合で正式に委員長に選出されたが7、
ゴンパーズの委員長就任は、ヨーロッパの政治家や労働組合の指導者たちを驚かせた。なぜなら
ば、ゴンパーズは長年、労働問題への政府の介入を厳しく批判し、労働立法により労働条件を改
善することに消極的だ、ったからである。ゴンパーズは、女性や児童など「特別な保護」が必要な
労働者は別として、少なくとも成人の男性労働者は労働組合を結成して経営者と直接交渉し、自
らの立場を向上させていくべきであると信じていた。このような考えを持つゴンパーズは「自助
主義の使徒」とヨーロッパでは見なされており、そうした人物がILOの設立準備にあたる国際労
働立法委員会の委員長になることは全く予想外の出来事として受け止められた 80
事実、ゴンパーズが構想していたILOは、イギリスや大陸ヨーロッパ諸国の代表のそれとは様々
な点において異なり、多くの対立を生むことになった。そもそもゴンパーズの主たる関心は、国
際的な拘束力を持つ条約の締結にはなかった。彼が目指したのは、第一次世界大戦下でアメリカ
の全国戦時労働局 (NationalWar Labor Board)で行われていたような、政府、資本家、労働者の
三者代表制をILOに適用することであったO そうした政労使の協調体制を資本主義経済に組み込
むことによって、ポリシェピキに対抗することができるとゴンパーズは考えていた 90
毘際労働立法委員会は、 1919年2月1日から 3月24日までに計351mの会合を持ったが、ゴン
ノ〈ーズとヨーロッパ諸国の代表は何度も対立し、 ILOの設立という大義にむけて妥協を繰り返さ
なければならなかった 100 特に大きな意見の対立を見たのは次の3点であった。
第一に、三者代表制のあり方について。イギリスをはじめとするヨーロッパ諸国の代表の多く
は、労働法を制定するのは政府であることから、 ILO総会では政府身の代表 1名が2票持ち、労使
の代表各 l名がそれぞれ 1票持つことを提案した。それに対しゴンパーズは、政府は資本家側に
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つくのが常であるという理由から、この案に反対し、政労使がそれぞれ 1票ずつ持つ完全に対等
な代表fli!Jを主張した。委員会ではこれをめくれる対立が長引き、決着が危ぶまれた。最終的にはベ
ルギーの代表が出した、政府が2名、労使が各 l名を代表とし、それぞれが1票ずつ持つとい
う妥協案が採択された iio
第二に、条約の拘束力をめぐってO フランスとイタリアの代表は、 1LOを「超立法府J(super-
parliament)とし、 1LOで成立した条約を加盟屈は 1年以内に批准しなければならないとすべきだ
とした。それに対し、ベルギーとイギリスの代表は、より拘束力の弱い条約にすることを提案し
た。すなわち、 1LOで成立した条約を、各国は草案として持ち帰り、自国の立法府で審議し、批
准するかどうかを決める。立法的こで批准された場合にのみ、条約はその屈で、発効し、施行が義務
づけられるようにすべきだというものであった。
ゴンパーズは、どちらの案も全く受け入れがたいものとして反対した。ゴンパーズは、アメリ
カのように連邦制をとる国では労働法は州の管轄事項であり、憲法上のij!J約のため、連邦政府が
1LOの条約を批准しでも、施行を州に義務づけることはできないとした。そうした事靖に配慮し、
条約を拘束力のない勧告として受け入れることができるようにすべきであるとゴンパーズは主張
した l二
ゴンパーズは、 1LOを「超立法府Jとすべきだと主張するヨーロッパの代表と自らの考えの違
いを、次のように述べている。
!日世界は労働問題を立法を通じて扱うことに慣れていたので、 I1ヨ世界の代表たちが国際労働
問題を国際立法の面でのみ考えるのは当然である。彼らは各国の労働者のための基準を作り
上げるべき「超立法府Jの発展を頭に描いていた。新世界では、労働問題は政治分野とは方
法を本質的に異にする経済分野の一部と考えるし、そのうえ、われわれは成文憲法と連邦
制の政府から生ずる問題を持っていた。大陸欧州の一般の人々にとってアメリカの精神と実
際的方法を理解するのは非常に慰謝Eなことである。…われわれが・ー故意にかたくなな態度を
i釈っている、と彼らは患ったようだ i二
こうした意見の相違は、 1LOの権限の根幹に関わる問題であったが、最終的には1LOを「超立
法府」として扱う案は退けられ、 1LOが定めた条約を各国の立法府で審議し批准の是非を決める、
ただし連邦制をとる国では1LO条約を勧告とし、施行するか否かの判断は各州に任せることがで
きるという規定が受け入れられた 110
第三に、 1LOの原則をめぐって。ヴェルサイユ条約の第13篇に盛り込まれ、のちに国際労働憲
章と呼ばれることになる原則の選定をめぐり議論が繰り広げられた。最終的に採択されたのは次
の9原則であった 150
( 6 ) -79 -
1.労働は単に高品ないしは取引の対象と見なされてはならない。
2.雇用者または労働者があらゆる適法な呂的のために結社する権利を認める。
3.その時代およびその国において相当と認められる生活水準を維持するに足る賃金を労働者
に支払う 0
4. 1 EI8時間または週48時間労働を実現する。
5.なるべく日曜日を含む少なくとも241寺符の休みを毎週 l田は労働者に与える。
6.克童労働を廃止する。年少者の労働には、教育の継続と身体の適当な発達を促すための制
約を設ける。
7.同一価値の労働に対して、男女同額の報酬を与える。
8.各国がその法律によって定めている労働条件に関する基準は、合法的にその国に居住して
いるすべての労働者に適用され、経済的に均等な待遇が与えられなければならない。
9.各国は労働者の保護を目的とする法律を励行するために監督制度を設け、女性をそこに参
加させなければならない。
当初、アメリカは10項目を提案したが、奴隷労働の禁止や船員に関する規定は採択されなかっ
た。アメリカが提案して国際労働立法員会で採用されたのは、 1， 3， 7の3項目であった 160
そのうちゴンパーズが最も強く主張したのは第 1原則であった。これは、クレイトン反トラス
ト法の第6条の冒頭にある「人間の労働は商品ないしは取引の対象ではない」という文言に出来
している。同法は、シャーマン反トラスト法が労働者の団結に適用されないようにするための法
律であり 1i、労働組合の活動に法的な根拠を与えるためにウィルソン政権下の1914年に制定され
た。ゴンパーズは、アメリカで f労働者のマグナカルタJと呼ばれていたこの法律の文言をILO
の原射に盛り込むことで、アメリカ的な事情を越えて、普遍的な意義を持たせようとした 180
こうした議論を経て、留際労働立法委員会は最終報告書を作成しそれが講和会議に提出され、
1919年4月にILOが誕生した。そして第1回のILO総会が、同年10月29日にワシントンDCで開
催されることが決定された。その頃、アメリカではヴェルサイユ条約の批准が危ぶまれており、
ウィルソン大統領も病に倒れてしまう中で、ワシントンDCでの総会は全く準備不足のまま開催
されることになった。ヴ、ェルサイユ条約が未だ批准されていないという理由で、アメリカ政府は
総会へ代表を送ることができなくなった。経営者団体も商工会議所などが代表を派遣することを
断念したため、結局、開催国であるアメリカの代表として正式に参加したのはAFLのゴンパー
ズだけとなった。この総会では、 ILOの初代事務総長としてフランスのアルパート・トマ (Albert
Thomas)が選ばれ、後述するような 6つの条約が採択された 190
結局、アメリカでは1920年3月に上院がヴェルサイユ条約の批准を拒否したため、 i翠際連盟
への不参加が決まり、 ILOへの参盟の道も絶たれた。ゴンパーズは当時の状況を次のように語っ
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ている。「上院が条約を批准しなかった理由はふたつあると私は考えている。ひとつは、党派的
な政治において優位に立とうとする人々がいること。もうひとつは、この条約が、あらゆる国の
労働者のために鴎際的な最低基準を設定しようとしているためである 20J
当時の状況を考えると、ゴンパーズの言うようなlLOへの反発よりは、むしろ労働問題への無
関心がワシントンを支配していたと見る方が適切であろう。大戦i直後のこの時期には工場労働者
によるストライキが多発しており、労働運動に対する否定的な見方が社会に広まりつつあり、そ
うした風i~j}jが人々の lLOへの冷淡な態度へとつながっていったことは容易に推察される。
ゴンパーズはその後も、ヴェルサイユ条約の批准を上院に働きかけるなど積極的に活動を続け
たo AFLも1919年のアトランティック・シティでの大会に続き、 1920年のモントリオールでの
大会でもヴェルサイユ条約への支持を表明した。しかし1920年の大統領選挙で民主党が敗北し
たことにより lLOへの加盟の望みは完全に絶たれた 210
1924年2月にウィルソンが死去すると、その後を追うかのように、 12月にゴンパーズもこの
世を去った。 lLOは、 AFLのカリスマ的な指導者であったゴンパーズの個人的な思い入れが強い
組織であったため、ゴンパーズの死去後、 AFLはlLOへの関心を急速に失っていった。
第2節 ILO条約とアメリカの労働法
lLOへの加盟の可能性が絶たれた後、アメリカのlLOへの関与は非公式な形で細々と続けら
れた。アメリカの政府-機関との連携もわずかにあったが、アメリカ労働立法協会 (American
Association for Labor Legislation: AALL)のような民間団体や労働問題の専門家を通じた交流がそ
の主だったものであった 220 アメリカ側が関心を寄せたテーマは、女性の夜業、見童労働、移民
労働、繊維産業や炭鉱・石炭産業に従事する労働者の労働条件、船員の労働条件、産業衛生、労
働災害、職業病、労務管理などであった。これらのテーマに関する会議がlLOで開催されると、
オブザーバーとしてアメリカ人の専門家や官僚がしばしば出席した。また、 lLOが収集したヨー
ロッパ諸国の労働統計をアメリカ政府のデータと交換するようなことも行われたへ
lLO側は、こうしたアメリカとの非公式な協力を重視していた。 1920年 5月にはlLOの連絡事
務所がワシントンDCに置かれ、アメリカの政治家や官僚との接触やlLOの出版物の販売、情報
収集などが行われたD また、 lLOの初代事務総長であるトマは、 1922年にイリノイナ1'スプリン
グフィールドを訪れ、 AFLの幹部と接触している。 1927年には事務次長のハロルド・バトラー
(Harold Butler，トマの死後、 1932年にlLOの事務総長に就任した)が北米の主要都市を視察し
。?
しかし、労働法の制定に関しては、この間アメリカはlLOが定める国i際的な基準から大きく後
れをとることになった。アメリカでは革新主義の時代に、労働立法が州レベルである程度まで進
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んだが、経済的な繁栄を謡歌した1920年代にはその動きは停滞した。自由な市場経済への信奉
と、法によらずともアメリカの労働者の生活水準が世界的に見れば非常に高いレベルにあるとい
う考え方が一般的であり、労働立法には消極的な風潮が根強かったD また、憲法上の制約からも、
労働立法は抑制されてきた。基幹産業の大企業に雇用され、労働組合に組織化されている男性労
働者については、労使交渉を通じて労働条件の向上を勝ち取るべきであるという姿勢が貰かれ、
AFLをはじめとする労働組合も労働立法に冷淡であった。
一方、 ILOでは1920年代に条約が相次いで締結され、多くの加盟国がそれらを批准した。 lLO
が設立された1919年からアメリカがlLOに加盟した1934年までに批准された条約の数は、イギ
リスが18、ドイツが17、フランスが18、イタリアが21、日本が12、インドが13であった。また、
ラテンアメリカでも、メキシコが9、チ 1)が19、コロンビアが24、キューパが17、ウルグアイ
が30の条約を批准したへ
アメリカの場合は特殊な事例を除いて、ニューデイール以前は連邦レベルでの労働法の制定が
進められていなかったため、全国的に統ーされた労働基準というものがそもそも存在しなかった。
各州の労働法により定められた基準も、 lLOの条約によって要求されている水準から見ればかな
り低いものであった九
ここで、 1919年から 1934年までに批准された主なlLO条約とアメリカの州レベルでf!IJ定され
ていた労働法の内容を比較しておきたい。
上述のワシントンDCで開催された第 1回総会では、 6つのlLO条約が採択された。第 l号条
約は労働時間に関するものであり、工業に従事しているすべての労働者の労働時間を最長 113 8 
時関、週48時間とすることを定めた。それに対しアメリカでは、鉱山、金属精錬、路面電車など、
特定の産業を対象に労働時間を規制した法律が27州にあったが、あらゆる産業を網羅したもの
は皆無であった。
アメリカでは労働時間の規制は多くの場合、女性と未成年者のみを対象としていた。女性労働
者については、 41州で工場での労働時間が法律によって制限されていた。しかしそれでも、江O
第1号条約と向じ 1日8時間、週48時間労働を定めているのは、 4州とワシントンDCにすぎな
かった。南部を中心とした 7ナト|では、労働時間に関する規制は全く存在しなかった 270 未成年者
については、 ILO条約と|奇じ規定を持つ法律が施行されていたのは、 33ナト!とワシントンDCであ
り、 16歳未満の者に関してはlLO条約よりも短い労働時間を定めた州が4州あった口またモンタ
ナナHでは、 1犯6歳未満の子イ供共の労労合働は全面的に禁止されていた 2
女性の夜業については、母性保護の観点から、 ILOでは第4号条約によって、季節的な労働な
どを例外として原則的に禁止していた。工業に関しては、女性が夜10時から朝5時に至る時間
を含む少なくとも 1時間継続した労働に就くことが禁止された。アメリカでは、 16州でいくつ
かの職種における女性の夜業を禁止していたが、そのうち工業を対象にしているのはロナ1'にす
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ぎなかった。さらにそのうち連続日時間の夜業の禁止という ILOの基準を満たしているのはウイ
スコンシン州だけであったお。
また、 ILOの第5号条約は、 14歳未満の児童労働を禁止した。アメリカでこの基準を満たす州
法を制定していない川は15ナHあった。それらは主に西部の諸州であった。さらに、 ILO第6号条
約は、 18歳未満の者が、工業において夜10時からlji)j5 1寺までの少なくとも 1時間継続した労働
に就くことを禁止した。これに関しては、アメリカでは全く規制のない 3州以外の升iで何らかの
規制が設けられていた。しかし、年齢がILO条約より低かったり(多くの場合16歳)、労働時間
の規制が綾いなど、 ILOの基準に見合わない州法が多かった九
こうして見ると、 1920年代のアメリカの労働法は、あくまでも法有主による「特別なイ呆護」を必
要とする女性や未成年者の労働時!習を規制するものが中心であり、 ILOの普遍的な労働者の保護
という観点から制定されたものはほとんど存在しなかったことがわかる。また、女性や未成年者
を対象にした規制も、アメリカでは全般的にILO条約の規定よりも基準が低かった。
さらにILOの第 1回総会では、母性保護を定めた第3号条約が締結され、 12週間の産前産後
の休暇(6週間ずつ)とその開の金銭的補償と医療給付、解雇されない権利を認めた。これらの
補償や給付は、基金または保険方式により賄われ、雇用者は直接負担しないものとされた。また、
労働時間中に 1!ヨ 2呂、 30分の日南青時間を与えるという条項も設けられた。それに対しアメリ
カでは、産前産後の休日夜に関しては6ナ['1で何らかの法律が制定されていたが、いずれもILOの規
定を満たしていなかった。特に有給の出産休暇や医療給付、仕事への復婦の保障などはほとんど
定められていなかった:二
次に第1回総会以降、 1920年代から1930年代初めにかけて締結されたILO条約とアメリカの
労働法を比較してみたい。 1921年にはILOの第7号条約で、身体に有害な物質としてベーント塗
の自鉛の使用が禁じられた。これに関しては、アメリカで、は女性と未成年者による使用を禁じた
州法が中心だった。 3ナ1'で女性の、 28州で未成年者の白鉛の使用を禁じた法律があった。しか
し成人男性の使用を禁じた法律は存在せず、この分野でもアメリカの労働法は、保護法の発想
で規制がなされており、 ILO条約に比べて普通性に乏しかった 320
労働時間の規制に加えて、最低賃金に関する規定としてはILOの第26号条約があり、加盟国
に最低賃金が設定されている職種の報告を義務づけていた。アメリカでは、 7ナトiで最低賃金に関
する州法が存在していたが、それらは主に女性と未成年者を対象にしたものであり、すべての労
働者を対象にした法律は存在しなかった。また、かつて州法で最低賃金を規定していたが、違憲
判決を受けて法律が撤慶された州もいくつかあった 330
さらに、 1920年代にアメリカがILO条約の規定と比べて大きく後れをとっていた分野として、
社会保険をあげることができる。 ILOは1925年に採択した第17号条約において、工業に従事する
労働者に労働災害保険を適用し、負傷後5日巨から所得補償'と医療費の支払いを受けることがで
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きるようにすることを定めた。また、間年に締結された第18号条約は、職業病についても労災と
同様の給付を受けることができるようにした。一方、アメリカでこうした基準に見合った労働災
害補償法を制定していたのは、傷害を対象としたものが5州、職業病を対象にしたものが9州と
ワシントンDCにすぎなかった。労災補償法はアメリカでは社会保険の中で最も平くから制定が
始まり、いわゆるウィスコンシン派を中心に熱心な立法推進運動が展開された。それにも関わら
ず、ナトiで制定された労災補償法の内容は、 ILOの基準を FIillるものが大半であった。労災に関し
ては南部4州では立法がなく、職業病については大半のナHで法が制定されていなかった 310
加えて、 1927年に制定されたILOの第24号条約は、工業及び酪業に従事する労働者、家内労
働者、家庭使用人を対象とした強制疾病保険制度を設立することを求めた。また、第25号条約は、
農業労働者に適用される強制疾病保険制度の導入を定めた。それに対しアメリカでは、疾病保険
制度がある州はひとつもなかった 350
その後、社会保険に関しては、 ILOではさらなる進展が見られた。 1933年になると第35号条
約が、工業、商業に従事している労働者、自営業者、家内労働者および家庭使用人のための強制
老齢年金保険、第36号条約が農業従事者を対象とした強鰐老齢年金保険の設立を求めた。さらに、
第37号条約で、工業、商業に従事している労働者、自営業者、家内労働者および家庭使用人の
ための強制廃疾保険、第38号条約で、農業従事者を対象とした強制廃疾保険の導入が定められた。
加えて第39号条約は、工業、蕗業に従事している労働者、自営業者、家内労働者および家庭使
用人のための強制寡婦及び孤児保険、第40号条約は、同様の保険を農業従事者のために設立す
ることを求めた。これらの社会保険はいずれもアメリカでは実現はおろか、基本的な調査や情報
収集さえまだ当時、ほとんど行われていないものであったヘ
第3節アメリカのILOへの加盟
このようにアメリカの労働法は、 1930年代初めまでに締結されたILO条約から大きく後れを
とっていた。しかし、大恐慌が始まるとハーパート・フーヴァー (HerbertHoover)政権下で少
しずつ状況が変わり始めた。
まず、失業問題の解決のために必要な情報をILOを通じて得ょうとする姿勢が見られるように
なった。 1930年1月と 12月にアメリカを訪問し主要都市(ワシントンDC、ニューヨーク、シカ
ゴ、フィラデルフイア)を視察したILOの事務次長のノ汁、ラーは、当時のアメリカの状況を次の
ように諮っている。
アメリカの政府関係者は、科学的なあらゆる問題についてILOと協力したいと考えており、
今日の危機に鑑み国際的な調査や行動が重要で、あると認識していることは明らかである。 I咋
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今の恐慌により、世界中に経済的な利害を持つアメリカが占めている国際的な地位に対する
不安が増しつつあるようだ。また、アメリカの繁栄の継続を左おする他留の労働基準や購買
力への関心が高まりつつあると見てよいであろう 0 ・ー 現在の危機を分析するにつれて、国
内よりも国際的な情勢に根本的な原因があり、それを一国単位で扱うことができないことに
アメリカは気づき始めているようだ 370
このようにアメリカが国際的な協調を求めるようになっていたことは、フーヴァ一大統領の
1LOへの関心からも見て取ることができる。フーヴァーは、 1931年5月に労働省の労働統計局長
であるエセルパート・ステュワート (EthelbertStewart)をジュネーブへ派遣し、 lLOの第4@1労
働統計専門家国際会議に出席させた。ステュワートは23の加盟国の代表とともに、正式にこの
会議に参加し、各国の政府が失業者に関する統計を収集して、 lLOへ提供することの必要性につ
いて議論した九また、同年夏にフーヴァーはジュネーブに特使を派遣し、ヨーロッパ諸国で、失
業対策として職業紹介制度がどのように活用されているかを調査させた。フーヴァーはかつて酪
務長官時代に、 1LOから失業に関する情報を提供してもらった経験があり、こうしたlLOを通じ
た調査や情報収集には抵抗がなかったと思われるヘ
しかしその一方で、、フーヴァーは実際にlLOの総会にアメリカから代表を送り、意思決定に
関与させることには消極的だった。 1931年にはlLOの総会の議題として、女性の夜業の規制を
定めた第4号条約の改正があがっていたため、労働省女性局のメアリー・アンダーソン (Mary
Anderson)を派遣することが政府内で検討された。しかし、最終段階で国務省から反対の声があ
がり、アンダーソンの参加は見送られた。『ニューヨークタイムズJは反対の理由を、日LOの総
会に参加することは、ひいては国際連盟の会議や総会への出席につながる可能性がある。 ILOの
総会での審議に参加しないという決定は、国際連盟に対する政府の態度への誤解を避けるために
なされたJ.10と報じている。フーヴァーもそうした政治的なリスクを十分認識しており、反対を
押し切ってまで、アンダーソンをILO総会へ派遣することはなかった。
lLOとの関係がフーヴァ一政権期にこれ以上進展することはなかった。この段階では、まず国
際連盟に加入しなければlLOへの加盟は無理だと一般的に考えられていた。孤立主義的な立場を
とる政治家や世論は、アメリカのILOへの加盟は問題外だとしていた。また、アメリカは連邦制
をとる閣であり、労働問題は州政府の管轄下にあるためILOに加入できないと主張する者も多
かった。 前述のようにlLOの規定には、連邦国家の場合、連邦政府が州政府に条約の批准を委託
することができるという条項があったが、それは当時アメリカではほとんど知られていなかった。
また、企業の経営者の中には、 ILOは国際社会主義の手先であり、 lLOへの加盟はアメリカの労
使関係に悪影響を及ぼすと考える者も少なくなかった 410
しかし、 1933年3月にローズヴ、エルトが大統領に就任すると、こうした状況は大きく変わった。
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大恐慌により失業者が急増し、自由な市場経済に基づいた繁栄という大前提が崩れる中で、新た
に導入されたニューデイール政策を通じて、労働法に関心が向けられるようになった。
ローズヴェルトはまず、就任直後の 5月に第171弓lLO総会に最初の代表団を送った。この代
表団は、「公式なアドヴァイザと称され、労働省女性局のアンダーソンとミネソタ大学のウィ
リアム'H・ステッド (WilliamH. Stead)、AFLのヒュー・ブレイン (HughFrayne)、マサチューセッ
ツナH労働産業委員会のエドウイン.S'スミス (EdwinS. Smith)の 4人で構成された。この総会
では、 7つものlLO条約が成立した 420
最初の代表面の派遣は、ローズヴェルトの孔Oへの強い関心を示すものであったが、その背後
にはlLO側からの熱心な働きかけがあった。 lLOの事務総長であるパトラーと外交部部長のエド
ワード.J .ブイーラン (EdwardJ. Phelan)はローズヴェルト政権が誕生すると数回にわたりワシ
ントンDCを訪れ、ローズヴェルトや主要関僚、労働省と国務省の幹部らと会談した。パトラー
は、ワシントンDCで関かれた 1919年の第 1回総会の際に、当時海軍次官であったローズヴェル
トが、 lLOの関係者にオフィスを貸してくれたことをよく覚えており、!日交を温めた 430 またパ
トラーは、ローズヴェルト政権で労働長官に就任したフランシス・パーキンズ (FrancesPerkins) 
とも!日知の間柄であった。彼はかつてパーキンズが、ローズヴェルトの州知事時代、ニューヨー
クナト!の産業委員会にいた時に面会し、失業問題に関する意見交換を行ったことがあっt:.oパトラー
らは、こうした人脈を通じて、 lLOはアメリカの加盟を心待ちにしていること、そしてまず手始
めにアメリカが第17団総会へ代表を派遣してくれれば大歓迎する旨を政権側に伝えたに
その際、パトラーが強調したのは、 lLOの条約は今や単に人道主義的な観点から労働者の地位
を向上させるためだけのものではなく、「国家間の公正な競争のための普遍的なルールJとして
効力を持つ「国際的な労働協約」となっているという点であったo lLO条約の下で、後進国の労
働基準を先進国のレベルまで引きヒげることで、低賃金で作られた安価な製品をダンピングする
ような貿易をなくし、公乎な国際間の競争を促進するのが今日のlLOの使命であるとノ汁、ラーは
説いた 150
当時lLOは、 1929年の秋に始まった大恐慌が世界的な広がりを見る中で、ヨーロッパ中心的な
方向から転換しようとしていた。各国の協調による大恐慌の克服という大きな自的のためには、
世界最大の工業問であるアメリカの加入は不可欠であり、それによってlLOの威信や正当性が大
きく増すと考えていた。 lLOはアメリカのみならず、ラテンアメリカ諸国との関係強化を図ると
ともに、ソ連の加盟手続きも同時期に進めていた。ソ連に関しては、前述のようにlLOの設立の
際に、ポリシェピキのヨーロッパ諸国への影響を押しとどめる役割が期待されたが、 1930年代
には状況は大きく変わっていた。ソ連は、大恐慌の影響をほとんど受けることなく経済成長を続
けており、第二次五か年計癌を若々と進めていた 460
こうした状況の下で、労働長官のパーキンズは、 1933年11月にlLOへの加盟手続きを進める
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ための委員会を労働省内に設立した。労働統許局長のアイサドール・ jレーピン(IsadorLubin)と
労働省の法務官であるチャールズ・ウイザンスキー (Char1esWysanski)が中心的なメンバーと
なった 470
この委員会が発足したことにより、アメリカのILOへの加盟は労働省の主導の下で進められ
ることが明らかになった。 I主!務省でも西ヨーロッパ局などに国際的な協調を重視する立場から、
ILOへの加盟を進める勢力が存在した 180 しかし、国務省が前面に出ると、国際連盟に批判的な
孤立主義者からの反対がI噴出することが予想された。ニューデイールの労働政策との関連でこの
問題を捉え、大恐慌による失業問題を解決するためにアメリカはILOへ加盟するのだという姿勢
を明確にすることで、孤立主義者の批判をかわすことができると考えられた。パーキンズを先頭
に労働省が加盟の手続きをとり、国務省は助言を与えたり、議員への根回しを行うといった裏方
的な役割に徹した 490
1934年2月に入ると、 i謁議でILOへの加盟問題が坂り上げられた口ローズヴェルト政権ではす
でにILOへ加盟するか否かではなく、いかなる方法で連邦議会にILOへの加盟|を認めさせるかを
議論する段階に移っていたo ILOには、かつてのドイツのように毘捺連盟に加盟する前にILOに
加盟していた I~があったO また、ブラジルも 1926 年に国際連盟を脱退したが、 ILO には加~61 し続
けていたD しかし、いずれも事清がアメリカとは異なり、先例にはならなかった。そのため、ど
のような手続きによれば国際連盟に加盟せずにILOへの加盟を連邦議会に承認させることができ
るのか議論が続けられた日o
最終的には労働省と国務省により、法案ではなく共同決議を連邦議会へ提出し、それが上下院
で可決されれば、 ILOへの加盟が承認されると判断された。この案については、国務省の条約部
と法務省が検討し、法的に可能であるとしてゴーサインを出したにゥィザンスキーと国務省の
西ヨーロッパj誌のスタッフが、孤立主義者を刺激しないように文面を工夫して共i可決議を書いた。
ノ\~キンズやジ、エームズ・ショットウェル(James Shotwell)らが中心となり、連邦議員への働き
かけも行われた。
この決議の文言は、次のような特徴を持っていた。まず、労働者の地位を向上させるためには、
国際的な協調に基づいた行動が必要で、あり、国際貿易における富家間の競争の問題がまず解決さ
れなければならないことが強調された。また、 1900年のIALLの設立に遡って、アメリカは長年、
ILOと深い関わりを持っていること、 ILOの条約などの取り決めは強制力を伴うものではなく、
あくまでも勧告であることなどが明記された。さらにILOへの加盟は、国際連盟とは全く無関係
であることが最後に念を押すように書かれていたへ
この共同決議は、パーキンズが国務長官のコーデル・ハル (Cordel1Hull)と相談の上、上院外
交委員会のパット・ハリソン (PatHarrison)に提出させた。短い審議の中で、この決議は国際連
盟に裏仁iから入ろうとする輩の企てであると反対意見を述べる議員もいたが、上院では6月13
(14 ) 
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日に233対109で、下院では 6月15臼に 3分の 2の多数で可決されたお。最終的にこの共同決議
は1934年6月19日に連邦議会で成立し、 6月22日にILOが承認し、 8月20日にアメリカ政府が
それに正式に返答して加盟が実現した討。
アメリカの1'<)]代代表には、ジョン・ G'ワイナントリohnG. Winant)が選ばれた。ワイナント
はニューハンプシャー州知事で共和党員であったが、 AALLのメンバーでもあり、労働法に精通
していた。ワイナントは、次節で見る週401時間労働制をILO条約にするために尽力した。しか
し、翌年10月に社会保障局の局長に年命され、ジュネーブを離れた加。
第4節第19回ILO総会と週刊時間労働
ILOへの加盟手続きに際して、ローズヴェルト政権がILOに加盟することのメリットとしてあ
げたのは、国際的な協調により、失業問題を解決することができるという点であった。すなわち、
ILOを通じて、他国の労働基準をアメリカ並みに引き上げることによって、極端に安い労働力に
よって作られた製i誌のダンピングを止め、公正な国際貿易を促進できると考えられた。他国の労
働者の生活水準が向上して購買力が拡大すれば、アメリカの輸出も増加して製造業を中心に生産
が回復するため、大恐慌によってもたらされた深刻な失業問題が解決に向かうというシナリオが
提示された。
こうした議論は、ローズヴェルト政権下で見られた他の毘際的な動きと軌をーにするもので
あった。例えば、 1930年代に行われたローズヴェルト政権の外交政策として善隣外交がよく知ら
れている。これは長51く不況の中で、ラテンアメリカ諸国との関係を改善することによって、ア
メリカの輸出を拡大させることを目的とするものであった。また、ローズヴェルト政権は1933
年にソ速を承認しているが、これも世界的な恐慌のあおりをほとんど受けることなく、計画経済
により成長を続けていた臣大なソ連市場へアメリカの輸出を拡大することを目論んでいた。
ILOを通じた国際的な協調が、アメリカの経済的な利害に適うことが加盟の手続きにおいて強
調されたが、加盟後は、ニューディール政策との連続性や整合性を意識した発言や行動が、 ILO
へ派遣されたアメリカ代表の間に見られるようになった。なかでも、労働法の制定による労働時
間の短縮は、アメリカ政府と ILOによって同時期に重要課題と見なされ、国内のニューディール
政策との関係が強く意識されたテーマであったO
ILOは、大恐慌の影響がヨーロッパ諸国に及ぶようになると、労働時間の短縮により、織を確
保し、失業問題を解決していくことに関心を寄せるようになった。労働時間の短縮は、 1933年
からILOで議題として取り上げられ、 AFLもそれに支持を表明してきた。 1935年6月に開催され
た第四回ILO総会で、ょうやく週初時跨労働を定めたILO第47号条約が採択される運びとなっ
た360
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この1LO総会は、前年に1LOへ加盟したアメリカにとってデビューとなる会議であった。アメ
リカ代表として派遣されたのは次のようなメンバーだった。政府代表はシカゴ大学教授で前児
童局局長のグレース・アポット (GraceAbbott)とイエール大学教授で、全国産業復興局 (National
Recovery Administration: NRA)のウォルトン.H'ハミルトン (WaltonH. Hamilton)であった。
資本家代表は、アメリカ商工会議所のへンリー .s・デニソン (HenryS. Dennison)、労働者代表
はAFLのダン 'W'トレイシー (DanW Tracy)だった o
労働時間の短縮は、失業問題を解決するための手段として1LO加盟以前からアメリカでも注目
されてきた。元来、アメリカでは労働時間が長く、 1929i:j三に製造業に従事している労働者で、労
働時間が週48時間以下であるのは半数にも満たなかった。ヨーロッパの工業国やオーストラリ
アでは、この頃、ほぼすべての産業で 1日8時間労働制が擁立されていたのとは対照的だった。
アメリカの労働者の平均労働時間が国際的に見ても長かったことから、大恐慌のj京i習を長時間労
働による生産過剰にあるとする議論も広く間かれた。アメリカは世界で最も生産技締が発達した
屈であるにもかかわらず、長時間労働が蔓延していることが、需給のアンバランスを生み、大量
の失業者が出ているのだと論じられたへ
当時、こうした考えを強く主張し、労働法の制定により労働時間を短縮しようとしていたのが
AFLだっt:.o AFLは、ウィリアム・グリーン (WilliamGreen)会長の下、 1932年の年次大会で労
働時間の短縮を求める決議を出し、法制化に向けた活動を本格化させた。それまでAFLは女性
や未成年者など特殊な場合を除いて、労働法による労働条件の引き上げには否定的な立場をとり
続けていたため、こうした動きはAFLの基本方針。を大きく転換させるものであった。 AFLは1B 
6時間、週5日の30時間労働制を要求し、給与を減らすことなく、労働時間を短縮し、ワーク
シェアリングをすることで雇用を守るとともに、すでに失業している人にも新たな就職先を提供
していくべきだと主張したへ
その後、 AFLの要求をもとに法案が作成され、 1932年12月にヒユーゴ・ブラック (Hugo
Black)上院議員(民主、アラパマ)によって連邦議会へ提出された。この法案は、下院ではウィ
リアム・ p.コネリー・ジュニア (WilliamP. Connery， Jr.)議員(民主、マサチューセッツ)によっ
て提出されたため、ブラックロコネリ一法案と呼ばれた。その内容は、円、1'1際ないしは諸外国と
の通商において、選5日、 1日6Jl寺|習を超える労働を諜している企業によって製造されたすべて
の諮品の扱いを禁止するjというものであったヘブラックは、これが「失業に対処するための
1主ー現実的で可能性のある方法jであり、週301時間労働制が実現すれば、 650万人の雇用につな
がると主張した。この法案は、翌年4月に上院において53対30で可決されたが、その後、 F院
では十分な支持を得られないまま否決された。しかしその後も AFLは、週301時間労働制を求め
る姿勢を崩さず、ブラックヱコネリ一法案を支持し続けた 61 AFLにとって第四回ILO総会は、
連邦法の制定による労働時間の短縮という課題に国際的な認知を得るための絶好の機会となっ
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た。
一方、アメリカ政府も 1933年3月のローズヴェルト政権の誕生により、労働法に対する姿勢
を大きく変えつつあった。とりわけ、同年6月に成立した全国産業復興法 (National1ndustrial 
Recovery Act: NIRA)は、労働時間の短縮に向けた、連邦政府による取り組みの第一歩となった。
同法は、産業ごとに事業者団体に公正競争規約を作らせ、生産量や価格の調整など一種のカルテ
ルに相当する協定の締結を認めることで、景気の 1m復を I~ ることを目的としていた。 1司法の 7 (b) 
条には、公正競争規約の中に最長労働時間、最低賃金、労働条件に関する基準を入れることが定
められた。 最長労働時間として週刊時間労働が標準とされ、それを規約に盛り込むことを事業者
団体に要請したヘ
N1RAの施行によって、実際にどれだけ労働時期が短縮されたのかという点については、定まっ
た評価はない。しかし、ある調査では 1週間の平均労働時間が1934年には34.6時間となり、こ
れは1929年以前に比べると22%の減少であったとされている。こうした成果は、繊維産業など
もともと長時間労働が常態化していた産業で、労働時間が短縮されたことによるところが大きい
のではないかと考えられている。しかし、 N1RAの7(b)条により労働時間が短縮されたことで、
労働者の疲労が減り生産性が上がったり、労働者の配置が効率的になったり、シフトの変更によ
りプラントが有効に活用されるようになったという実例が、繊維産業以外の産業でも数多く報告
されているo N1RAの規約を持つ産業で働いている労働者のうち約50%が40時間労働制の下にあ
り、労働時14]が週40時i習を超えているのは全体の40%であったという統計もあるヘ
だが、こうした成果にもかかわらず、最高裁判所は1935年5月にN1RAへ違憲判決を下し、
罰法は廃止された。その後、連邦法による労働時間の短縮は、 1938年の公正労働基準法 (Fair
Labor Standards Act: FLSA)の成立まで実現しなかった。第191QJ1LO総会は、 N1RAが違憲判決を
受けた翌月に開催されており、連邦法による労働時間短縮の動きがアメリカ国内でいったん頓挫
した後、 1LO条約で、それを再-現させるべく、アメリカ代表は審議に精力的に参加した。
アメリカ代表の中で労働時間の短縮を検討する委員会で活躍したのは、政府代表でNRAのハ
ミルトンと労働者代表のアドヴァイザーを務めていたAFLのマリオン .H・ヘッジス (MarionH. 
Hedges)であった。ほかにアメリカの資本家代表のアドヴァイザーとして参加していたサム・A・
ルイソー (SamA. Lewisohnマイアミ銅会社副社長、アメリカ経営協会会長)もこの委員会に参
加した。アメリカの政労使の代表がこの委員会に加わり、 NRAが進めていた逓40時間労働制に
ついて発言したことは非常に大きな意味を持っていた。
ハミルトンは、アメリカのN1RAが労働時間の短縮に有効で、あったことを、実例をあげながら
詳しく説明し、週刊時間労働制を1LO条約で定めることの意義を説いた。ハミルトンは、 NIRA
の規約に定められている週40時間という規定は、あくまでも最長労働時間であり、さらに短い
労働時間を労働法によって定めることを妨げるものではないことを強調した。事実、アメリカの
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主要産業にはすでに平均労働時間が週40時間を FImっているものが少なくないとして、次のよ
うな産業別の平均労働時間をあげた。電気製造業では、 NlRAの競約では逓36時!'MJ労働jだが、実
際の平均労働時間は33時間であり、自動車産業でも規約は適40時間労働だが実際には平均33時
間である口また、週刊時間労働の規定は、労使交渉の通常のプロセスに政府が干渉するもので
はなく、 NlRAの規約はあくまでも自発的に作成され、労使の合意の下に実施されるものである
としたιo
それに対し、 AFLのヘッジスも NlRAの下での経験を報告し、 ILO条約により週刊時間労働i!JIj
を多くの国々に普及させることの意義を説いた。ヘッジスは、自らが会長を務めている国際電気
労働者組合がその年にNRAへ報告した内容を紹介した。ヘッジスによると、 275の建設労働組合
で週刊時間労働制、 6組合で週35時間労働ilj、2組合で週32時間労働制、 21組合で週331時間
労働i闘が採用されている。また、 NRAに承認された700の規約のうち585が週40時間労働ないし
はそれ未満を定めており、 1933年3月には、約300万人が再雇用されるなど、大きな成果が生み
出されていると述べた。ヘッジスは、あらゆる産業に週40時間労働制を導入しでも生産が減少
することはなく、給与を維持することによって労働者の購買力が上がり、それがひいては雇用の
地加につながり、アメリカ経済は着実に回復基調にあると胸を張ったへ
ここで興味深いのは、 ILO総会という国際舞台においてヘッジスは、労働時間の短縮について
NlRAに否定的な見方を述べたり、ブラックニコナリ一法案との関連で、ローズヴェルト政権を
批判するような発言はしていないという点である。ヘッジスは、 AFLにとって過40時間労働時Ij
は単なる通過点で、あり、連邦法の制定によって全産業における週30時間労働の実現を現在、 AFL
は目指していると言及しているが、それ以上のことは述べていない。こうした態度は、アメリカ
圏内でのAFLのローズヴェルト政権に対する評価とは、かなり異なっていた。
NlRAが制定された当初、 AFLは週30時間労働が最も望ましいとしながらも、 NlRAの自的や
原則には取りあえず支持を表明した。プリンストン大学の経済学者であるディピット・マッケイ
ブ (DavidMcCabe)によると、 AFLは大恐流の原因を労働者の購買力の減退にあると見ていたが、
NI島生にも、労働条件を51き上げることで国民の購買力を増大させて消費を拡大し、失業を減ら
すことが植われており、 AFLはローズヴェルト政権と基本的な方針を共有していた。そのため、
1933年のAFL大会ではNlRAの行方をしばらく見守るため、週30時間労働の要求を保留するこ
とを決定したりbo
しかし、 i司法の施行後、ローズヴェルトはNlRAの規約によって労働時間を短縮することに対
し次第に関心を失い、公共事業などにより新たに雇用を作り出し、失業を減らすことに熱意を傾
けるようになった。そうしたローズヴェルトの態度にAFLは失望し、再びブラック=コナリ一
法案を連邦議会へ提出することを検討するようになった。 1934年の大会でも、 NlRAに期待する
よりも再度、法案を提出して労働時間の短縮を目指す方が望ましいという意見が多数を占め、給
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与を減額せずに l臼61割問、週 5B労働制を求める決議を採択した 670
こうした国内での対立は、 lLO総会では全く影を潜めていた。アメリカの政府代表と労働者代
表の双方から報告されたN1RAの成果に、加盟諸国の代表からは賛辞が寄せられた。イタリアの
労働者代表であるピエトロ・カポフェリ (PietroCapoferri)は、現在の失業問題の原因は生産と
消費の不均艇にある。技術革新が進んだことにより生産が急速に拡大し、それに消費者の購買力
が追いつかないことが問題であると述べ、アメリカ慨の見方に同意した。そうした問題を解決す
るには、労働者の賃金水準を維持しながら労働時間を短縮する必要があり、 lLOが条約を締結す
ることによって、世界レベルでそれを実現しなければならないと論じた。
この総会において、最も強固に週40時間労働制に反対したのは、デンマークの資本家代表で
あるH.C.オーステッド (H.C.Oersted)を中心としたヨーロッパの経営者グループであった。オー
ステッドらは、労働時間の短縮は失業を増やすことになり、大恐慌に対する根本的な解決にはな
らないと主張した。こうした意見に対し、各国の労働者の代表と多くの国々の政府代表はアメリ
カの発言を支持した。オーストラリアの政府代表であるフレデリック・ステュワート (Frederick
Stewart)は、過40時間労働制が導入されても失業が増えないことを強調し、オーステッドらの
68 
見方には何の根拠もないと主張した。労働者は機械化と合理化の恩恵を正当に受けるべきだと
ステュワートは論じたO
こうした議論を経て、 lLOの第19li総会で第47号条約は締結された。その内容は、あらゆる
形態の労働において労働時間を避40時間に減らし、生活水準を維持することを目指すというも
のであった。逓40時間を最長の労働時間と定め、それをあらゆる産業に従事している労働者を
対象に遵守させることによって、長期化している不況の中で、失業に苦しんでいる人々を救済す
ることができるとされたヘ
おわりに
本稿では、 1934年のアメリカのlLOへの加盟についてニューデイール政策との関連から考察し
た。最初に見たように、 1919年のlLO設立時にはAFLのゴンパーズが国際労働立法委員会の委
員長となり、政労使の三者代表制に基づいたlLOの基本的な枠組みが作られた。これは政労使の
協諦により資本主義の発展を目指すものであり、それによって当時、ヨーロッパで急速に勢力を
拡大しつつあったポリシェピキに対抗することが強く意識されていた。しかし、ゴンパーズの関
心は、労働法の制定による国際的な労働者の保護よりは、むしろ労働者の団結権を認め、体制内
で労働運動を活性化させていくことにあった。イギリスをはじめとするlLOの主流派とアメリカ
代表の離離は、労働法に対-する見方に顕著に表れていた。
1920年にアメリカが国際連盟への加入を断念し、 lLOと公式な関係を断つようになると、労働
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法の普及を進めるILOとアメリカの状況は、さらに大きく*離していったo ILOは、労働条件の
改善や社会保険の導入を自的とした条約を 1919年以昨、多数締結し、ヨーロッパ諸国を中心に
普及を図った。それに対しアメリカでは、 1920年代には労働立法は停滞した。
アメリカでは労働法がなくても労働者は恵まれた条件の下で働いているため、自由な市場経済
を阻害しかねないような労働法の制定は不要であるという考え方が一般的であった。また、労働
法は経営者との交渉によって自らの地位を高めることができない女性や未成年者のみを対象とす
ればよいのであり、基幹産業で働く男性労働者は労働組合を通じて賃金の51き上げや労働条件の
改善を求めていけばよいと考えられていた。 AFLも1920年代には、労働法は労働への政府の介
入であるとして否定的に捉えていた。
しかし、こうした労働法に対する否定的な見方は、 1929年に始まった大恐慌によって大きな
転換を迫られることになった。 193:;:1:に誕生したローズヴェルト政権は、長号iく不況と失業者
の急増に対処するために様々な政策を試みた。そうした中で、 I~際的に労働基準を引き上げるこ
とによってダンピングを阻止し、アメリカの国際競争力を回復させるという目的を掲げて、 1934
年に連邦議会で共i可決議を可決させ、 ILOへの加盟を実現した。
本稿でこれまで論じてきたように、アメリカのILOへの加盟は、口ーズヴェルト政権が国際的
な協調によって大恐慌を克服しようとしたという点にとどまらず、ニューデイールが実現しよう
としていた労働政策との関連で理解されなければならない。特にNlRAの規約として提示された
遇40時間労働制と第19回ILO総会で採択された逓40時間労働を定めた第47号条約には、はっき
りとした政策上の連続性が見られる。
このILO総会では、 NlRAの施行に携わってきたアメリカ政府代表と労働界を代表するAFLの
メンバーが討議に関わり、週40時間労働制を調った第47号条約を締結させるために尽力した。
アメリカ政j荷は、この条約によってニューデイールの労働政策を f国際化」させ、国内では違憲
判決が下されたNlRAの7(b)条に何らかの将来的な可能性を持たせることを白論んでいた。一
方、 AFLは、週401時間労働制にとどまらず、最終的には週30時間労働市lJの導入を目指しており、
ブラック=コネリー法案の成立を画策していた。
こうした相違を乗り越えて、第19阻止O総会は、アメリカ政前-とAFLが手を携えてNlRAの成
果をI@際的にアピールし、労働時間の短縮という大義に国内外の承認を得る場となった。そう
した意味において、 ILO総会へのアメリカの初参加は成功裏に終わった。その後、アメリカでは
1938年にFLSAが成立し、最長労働時間が連邦の労働法によって定められた。 同法は、ブラック
=コネリ一法案が大Illi¥に修正されて連邦議会で成立したものであったが、逓30時間という当初
の規定よりもはるかに長い週441時間労働制が盛り込まれた。また、州際通商に従事するか、ナトi
際取引の対象となる製iRIを生産している労働者を対象としたため、同法が適用されたのは、全就
労者のわずか20%にとどまった ioo こうしたFLSAの内容は勿論、 ILO第47号条約の規定に見合
(20 ) 
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うものではなしFLSAはアメリカの労働法の限界を象徴するような、普遍性の低い法律であった。
このようなFLSAの問題に鑑みると、アメリカのILOへの加盟は、労働時間の短縮というニュー
デイール政策に国際的な正当牲を与えるという成果を生み出したが、ローズヴェルト政権は、そ
れによってILO条約を国内の労働法に反映させるような仕組みゃ政治的な状況を作り出すには至
らなかったことがわかる。
*本稿は科学研究費補助金(基盤研究 (C)21520734)による研究成果の一部である。
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